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１．省エネ設備への更新補助金

1. 脱炭素技術等による工場・事業場の省
CO2化加速事業【SHIFT事業】（環境省）

2. Scope3排出量削減のための企業間連携に
よる省CO2設備投資促進事業（環境省）

3. 省エネルギー投資促進・需要構造転換支
援事業費補助金 （経済産業省）



脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業(SHIFT事業)
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脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業(SHIFT事業)

令和5年度SHIFT事業事例集 https://shift.env.go.jp/files/navi/precedent/2023casestudy_shift_rev.pdf



Scope3排出量削減のための
企業間連携による省CO2設備投資促進事業



Scope3排出量削減のための
企業間連携による省CO2設備投資促進事業

参考：令和5年度補正予算 企業間連携先進モデル支援事業の採択事例（一部抜粋）

出典：SHIFT事業HP 採択事業者 https://shift.env.go.jp/files/participant/2024/sf05Hp6.pdf



省エネルギー投資促進支援事業費補助金



省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金



省エネ・非化石転換補助金 事業内容



３．省エネ診断

1. 省エネお助け隊による診断事業

2.特定設備診断

3.省エネルギーセンターによる診断事業



「省エネお助け隊」とは、経済産業省資源エネルギー庁の
「地域エネルギー利用最適化取組支援事業」で採択された地域密着の
省エネ支援団体。

省エネお助け隊とは

全国各地で活動



省エネお助け隊による診断事業の概要



省エネお助け隊診断と特定設備診断の詳細



省エネお助け隊診断と特定設備診断の申し込み先

概要・スケジュール等は
詳細が決まり次第 SII

（環境共創イニシアチブ）
ホームページにて公表予定

https://sii.or.jp/
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３．建築物のZEB化支援

1. ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築
物支援事業（環境省）

2. 住宅･建築物需給一体型等省エネルギー
投資促進事業（経済産業省）

3. LCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業
（環境省）

4. 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業
（環境省）



ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業

の内数



住宅･建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業



ＺＥＢ比較表



LCCO2削減型の先導的な新築ZEB支援事業

の内数



業務用建築物の脱炭素改修加速化事業



４．再エネ導入

民間企業等による再エネの導入及び地域共生
加速化事業（環境省）

• ストレージパリティの達成に向けた太陽光
発電設備等の価格低減促進事業

• 設置場所の特性に応じた再エネ導入価格低
減促進事業
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民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業

要求額 5,000百万円
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民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業

【ストレージパリティの申請要件】
・太陽光と蓄電池を同時に導入する
・発電した電気を消費する事業所の敷地内に設置する（オンサイト）
・発電した電力は自家消費する（売電はNG）
・導入設備容量の基準あり

（参考：R6年は太陽光発電設備の出力は10㎾以上、蓄電池は4800Ah（15kWh）以上の導入が条件）

【太陽光発電設備の補助額】
太陽光発電設備：定額
蓄電池：定額（上限：補助対象経費の1/3）

EV・PHV（外部給電が可能なもの）をV2H充放電設備と一緒に購入する場
合に限り、蓄電容量の1/2×4万円/kWhの補助があります（上限あり）。



人件
費

40％
人件
費

40％

民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業

要求額 5,000百万円



ご清聴ありがとうございました


